
 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 

 

 

 令和４年度地域包括支援センター業務自己評価 

（参考資料1）                                         P.1～6 

   

 指定介護予防支援業務等の委託状況及び介護予防給付サービス等事業所 

利用状況（参考資料2）                                 P.7～11 

 

 地域密着型施設の入所状況（参考資料3）                 P.12 

 

 各地域包括支援センター令和４年度事業報告               別冊 

 

 江別市医療機関ガイドブック                      別冊 

 

 



























 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年４月  

 

江別第一地域包括支援センター 

 

 

 

令和４年度事業報告 



1 

 

１ 令和４年度重点目標及び評価 

（１）令和４年度重点目標 

   地域内の特色や実情を把握し抱えている課題を確認しながら、見守り体制の仕組  

みを構築する事により、高齢者が活動的に過ごす事ができる住み良い地域になるよ  

うな活動を促進する。 

① 認知症予防・介護予防の啓発活動を強化し、各活動内で発見した支援を要する方 

に対して関係機関と協働して支援を迅速に展開する。 

② 地域との関わりの中で地域資源を確認し、意向・課題を整理しながら支え合いの

活動の仕組みづくりや自助・互助の必要性について啓発する。 

③ 高齢者が抱える課題を解決するため、センターの認知度を高めるとともに、職員

の資質向上のための研鑽に努める。 

（２）令和４年度重点目標に対する評価 

    令和２、３年度に続き、コロナ禍による各種団体の活動自粛等の影響により、企

画していた活動が行えず、進展が少ない中、可能な限りの啓発活動を行った。 

   ① 認知症予防・介護予防の周知活動を、出前講話を中心に実施した。活動の中で把

握した多問題を抱えるケースへの支援を中心に地域ケア会議を開催し、関係機関・

地域住民と共に課題の整理や役割分担を明確にした。 

  ② 民生委員児童委員地区協議会２か所で地域フォーラムを実施し、制度だけでは支

えきれない事例があることを共有し、見守り体制構築の必要性を確認した。         

  ③ 出前講話や地域フォーラムでセンターの役割について周知を図ったほか、定期的

な事例検討会の実施、毎日の職員ミーティングにおいて、支援展開を検討した。 

  

２ 包括的支援事業 

（１）総合相談支援業務 

 総合相談件数はセンター開設以来最も多く、延べ 3,600 件を超える各種相談に対

応した。相談内容では、介護全般・介護保険に関する相談が全体の 73％を占めた。

複雑な調整や説明を要する相談が多く、時間をかけて対応している。 

①  地域包括支援センターの役割周知 

     コロナ禍でも開催に至った延べ 16か所での出前講話・地域フォーラムを中心に、

センターの役割や活動内容を分かりやすく説明した。また、担当圏域の自治会・

高齢者クラブ・民生委員に、活動内容や活動実績を配布して役割周知を行った。 

② 関係機関・住民組織との連携強化 

担当圏域の自治会・高齢者クラブ・民生委員に、センターの活動内容や活動実

績を配布し連携強化に努めた。また、介護保険サービス事業所に留まらず、広く

関係者と連携を図り、同行訪問や対応前後の役割分担を含めた打合せを行った。 
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③ 相談対応能力の向上 

     センター内での事例検討会を定期的に行ったほか、毎日のミーティングにて情

報を共有、支援展開を検討し、適切に相談対応を行った。 

 

（２）権利擁護業務 

① 高齢者虐待の早期発見機能 

     高齢者虐待に関する通報は４件と前年度に比べ５件減少。都度、事実確認のた

めの訪問を行い市と協議した。継続的な訪問や関わり方を検討しながら支援する

ことができており、関係機関と情報共有を図りながら関わることができた。 

  ② 消費者被害の予防・啓発 

     消費者被害ネットワーク会議に参加し、地域の現状や啓発活動状況について報    

告した。専門職部会でも市や他センターと発生状況を共有し、自センター内に留

まらず、通所利用高齢者や職員にも情報提供・注意喚起を行った。 

 

（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

① 介護支援専門員への支援体制の強化 

     市内外 27 人の介護支援専門員から 31 ケースの相談を受けた。施設ケアマネ２  

名に対し、入所中のケアに関する問合せに助言した。また、身寄りがない事例の

安否確認から孤独死後の対応に関する相談を受け市と連携して対応した。 

② 介護支援専門員の資質向上への支援 

「江別市が目指す『自立』及び『自立支援』」の作成に主任介護支援専門員部会

の一員として関わり、完成に寄与したほか、介護支援専門員の資質向上のために

研修会を開催した。 

 

３ 包括的支援事業（社会保障充実分） 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

① 医療機関との協働 

      担当利用者が入院となった際に基本情報や在宅生活時の情報等を医療機関の担

当者に提供するとともに、退院時には医療機関に出向き医療従事者と今後の留意

点や在宅復帰後のサービス調整等を検討する機会を多く設けた。 

  ② 江別市医療介護連携推進協議会への協力 

     コロナ禍により、協議会としての新たな取組はなく、お薬手帳連携シートの作

成・使用を継続した。 
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（２）生活支援体制整備事業 

① 地域資源の把握 

     通いの場に参加するための移動手段について、３団体にインタビューを行い、

現状を把握し、各団体と課題を共有した。 

② 支え合いの仕組みづくり 

     民生委員児童委員地区協議会と支え合いに関する地域フォーラムを実施し、制

度だけでは支えきれない事例を共有し、見守り体制の構築の必要性を確認した。 

③ 通いの場の充足 

 コロナ禍で休止していた通いの場の再開に向けて、参加者と話し合い、再開支

援を行った。 

 

（３）認知症総合支援事業 

   ① 認知症についての普及啓発活動の強化 

   市内の大学で開催した認知症サポーター養成講座で講師を務めたほか、市民向

け認知症サポーター養成講座の会場設営等、運営を支援し、認知症の正しい理解

の普及に努めた。 

   ② 認知症を地域で支え合う体制の整備に向けた取組 

     認知症サポーターステップアップ講座のプロジェクトメンバーとして企画運営

に携わった。また、江別市認知症初期集中支援チームと連携し、支援依頼や同行

訪問を行う等、認知症の人を支える活動に取り組んだ。 

  ③ 認知症の早期発見・早期対応に向けた取組 

 認知機能が低下した高齢者の相談に、認知症地域支援推進員と連携し、家族に

対して状態報告や受診勧奨等、役割を分担して対応した。 

 

（４） 地域ケア会議 

①  個別事例検討型地域ケア会議（包括主催）  

多岐に渡る課題を抱えるケースについて、２件の個別事例型地域ケア会議を開

催し、参加した関係機関との役割分担や課題の整理を行い、支援体制が強化でき

た。 

②  自立支援型地域ケア会議（市主催） 

     自立支援型地域ケア会議にて新規３件・フォローアップ３件の事例を発表し、

専門職からのアドバイスをもらい支援に活かすことができた。また、居宅介護支

援事業所の介護支援専門員に事例提供についてのアドバイスを行った。 

 

４ 指定介護予防支援事業及び介護予防ケアマネジメント 

   ① 江別市介護予防・日常生活支援総合事業の周知 
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     介護予防・日常生活支援総合事業についての相談は、総合相談の 26％を超え、

申請・調整等、一連の対応を迅速に行った。初期相談段階において、制度やサー

ビスについて丁寧に説明を行い事業の周知に努めることができた。 

  ② 円滑なサービス利用への支援 

      早急な支援やサービス利用を必要とされる未申請者・未認定者に対し、緊急度を        

判断し、利用調整を積極的に実施した。また、要介護状態と思われる高齢者 99 件

に対して居宅介護支援事業所の介護支援専門員を紹介し、高齢者及び家族にとって

不利益とならないよう支援した。 

  ③ 社会資源・課題の確認 

     市内で不足しているサービスや人員について、高齢者や家族・市等に情報発信

を行った。また、障がい福祉サービスから介護保険サービスへの移行に関わる課

題について、市と協議しながら整理・調整を行った。 

 

５ 一般介護予防事業 

（１）介護予防普及啓発事業 

① 介護予防出前講話は、依頼団体及び参加者の増加（10 団体・158 名の参加）が

みられ、介護予防のさらなる普及啓発を図ることができた。派遣型介護予防教室

については、地域団体に周知を行ったが、今年度は開催に至らなかった。 

② 市の保健部門及び国保健診部門と連携を継続しながら、圏域内の高齢者に対して、

「フレイル予防質問票」を活用し、フレイル予防の普及啓発を積極的に行った。 

 

（２）地域介護予防活動支援事業 

①  地域で介護予防に取り組む人材育成のために、市及び関係機関と協働して、介護

予防サポーター講座の企画・運営に積極的に携わった。 

② 圏域内の通いの場等において、コロナ禍での活動が充実・継続できるように、専

門職派遣事業を活用するなど、団体のニーズに合わせた支援を行った。 

③ 既存の住民主体の活動に対して、参加者のニーズに合わせた取組が展開できるよ

うに活動内容の情報収集を行い、随時、参加者に対し介護予防の促進に必要な情報

を提供した。 

 

６ その他 

（１）災害及び感染症への対策 

① 災害への対策 

    災害の発生に備え、備蓄物の管理や準備を継続的に行った。 

  ② 感染症への対策 

    センター内の感染症対策を徹底するとともに、地域の感染症発生状況について行
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政と情報共有し、まん延防止・対策について地域へ情報を発信した。 
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令和４年度事業報告 
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１ 令和４年度重点目標及び評価 

（１）令和４年度重点目標 

地域包括ケアシステムの推進に向けて、担当圏域の社会資源や地域の課題・ニーズ

を把握し、地域住民及び関係者とともに協議を行い、課題解決へ向けた体制を構築す

る。 

①地域ケア会議の充実 

多様な問題を抱える相談支援に対応するために、個別事例検討型地域ケア会議を

開催し、地域の関係者とのネットワークを強化する機会を積み重ね、地域課題を把

握する。 

②地域における地域包括支援センターの認知度向上 

地域とのつながりを深めるとともに、地域包括支援センターの機能や役割の周知

に努め、高齢者のみならず地域全体におけるセンターの認知度向上を図る。 

③地域住民及び住民組織との連携 

    地域住民及び住民組織との情報交換の機会を持ち、地域課題に対して協働して対

応できるシステムづくりを行う。 

（２）令和４年度重点目標に対する評価 

  ① 多問題を抱えるケースへの支援のために個別事例検討型地域ケア会議を開催し、

行政及び障がい部門や生活困窮相談担当部門等、多様な関係者とのネットワークの

強化を図った。また、自治会長や民生委員などの地域関係者と情報交換を行い、高

齢者世帯の移動手段などの地域課題について把握することができた。 

② 令和４年度においても、地域住民団体の多くが活動範囲と期間を限定されたため、

地域フォーラム、出前講話等の開催は微増の結果になったが、感染症対策を徹底し

た上で地域団体の集まりの場への参加や代表者と面談する機会を設け情報共有を図

るなど、地域包括支援センターの機能及び役割を伝える活動を行った。 

③地域住民及び住民組織と情報交換の機会を持ち、地域課題について協働して対応で

きるよう関係性の構築に努めた。 

 

 ２ 包括的支援事業 

（１）総合相談支援業務 

①地域包括支援センターの周知 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、積極的な周知活動はできなかったが、

新たにパンフレットを作成し出前講話等で配布するなどの周知活動を行った。総合

相談延べ件数としては 2,422 件であり前年度と比べ 100 件程増加している。相談方

法としては例年同様、電話での相談方法が最も多かった。相談者の内訳としては本

人からよりも家族を含む関係者からの相談が多くなっており、地域の相談窓口とし

て地域包括支援センターの役割が浸透してきたと考えられる。 
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②関係機関との連携 

日常生活自立支援事業につなげたケースでは、社会福祉協議会と同行訪問を行う

など、相談内容に応じて各関係機関との情報共有や同行訪問等の対応を行った。ま

た、転入や市外からの施設入居の相談も多く、他市町村と連携を図ることが多かっ

た。 

③相談支援体制の整備 

相談内容や地域の傾向を把握し、地域住民が相談しやすい体制づくりに努め、緊

急性を判断し、必要な機関に繋げるなど相談対応を行った。 

（２）権利擁護業務 

①高齢者虐待対応    

    虐待の疑いのある場合など、障害支援事業所・江別市成年後見支援センター・医

療機関・担当ケアマネジャーなどから早期に相談されるよう連携を図り、マニュア

ルに沿って早期支援を行った。 

②成年後見制度の利用支援等 

成年後見制度に関する相談は５件を成年後見センターにつないだ。その内３件は

制度の申し立てにつながり、本人情報シートを作成するなど支援を行った。 

③消費者被害対応 

市からの消費者被害情報等は、センター内で情報共有し、訪問時に利用者へ情報

提供を行い、注意喚起に努めた。 

（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

① 介護支援専門員のスーパーバイザーとして、個別ケースの助言・指導等を通じて

包括的・継続的な支援を行ってきた。多問題を抱えるケースの支援については、サ

ービス担当者会議、地域ケア会議を通じて、関係機関、家族との情報共有及び検討

を行ってきた。担当地域で開催の居宅等事例検討会に参加し、介護支援専門員やサ

ービス事業者とのネットワーク強化を図り、介護支援専門員に対する後方支援とし

ての役割を担った。 

②主任介護支援専門員部会主催で研修会を開催し、「江別市が目指す『自立』及び『自

立支援』」の浸透を図り、生活全般へのマネジメントを支援した。 

③ 自立支援に向けたケアマネジメント能力・実践力の向上を支援するために、ONE ぴ

ーすの会で事例検討会を開催し、その人らしい生活実現へ向け、介護支援専門員へ

の情報提供や必要な助言を行った。 

 

３ 包括的支援事業（社会保障充実分） 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

① 担当圏域内診療所及び医療ソーシャルワーカー等との情報共有により、認知症の

ある高齢者支援や家族支援を検討するなど、在宅生活の継続や今後の支援方針を共
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有することができた。 

② コロナ禍のためカンファレンスの機会は減少したが、医療機関との連携を図り、

本人の望む生活に向けた意思決定支援を行うなど、在宅生活への移行支援を行った。 

③ 利用者や関係機関への医療機関ガイドブックの配布を通じて、かかりつけ医の定

着・促進に努めた。お薬手帳連携シートの普及に向けて、介護情報等を記載したシ

ートの添付を継続実施した。 

（２）生活支援体制整備事業 

① コロナ禍により、住民団体の多くが活動を休止しており、地域フォーラムは１回

だけの開催となったが、フレイル予防の情報を交換し交流を深めることができた。 

② 自治会や民生委員の定例会に出席する機会は少なかったが、地域資源の確認など

の際には、各団体のリーダーの方へ対して、電話や個別訪問し情報確認を行い、地

域の特色や課題について情報交換することができた。 

③ 第１層と第２層の生活支援コーディネーターの集まりの中で、移動支援について

の勉強会に参加し、情報共有等を行った。 

また、勉強会前後に地域課題について、自治会や民生委員と意見交換を行った。 

（３）認知症総合支援事業 

  ① 認知症地域支援推進員と連携の上、認知症サポーター養成講座を開催し、認知症

に対する理解の普及啓発を行った。小学生対象の認知症サポーター養成講座では講

師を務め、幅広い年齢層に認知症への理解を普及する機会を持つことができた。ま

た、介護予防出前講話では、認知症の症状の具体例を挙げるなど、認知症に対する

理解が深まるよう工夫した。 

② 認知症の方を地域で見守る体制整備のために、認知症地域支援推進員や認知症の

人の家族の会と連携を図った。 

また、認知症支援を考える会に毎回出席し、関係機関との情報共有を行った。 

③ 認知症初期集中支援チームにはつながらなかったが、対象者の早期発見や対応に

ついて、民生委員や医療機関と連携し、地域で認知症の方を支える体制整備を図っ

た。 

（４）地域ケア会議 

①個別事例検討型地域ケア会議（包括主催）   

     個別事例検討型地域ケア会議を開催し支援方針を決定、関係機関と連携し、施設

入所へつなげるなど、介護支援専門員を支援するとともに自立に向けた支援を実施し

た。 

②自立支援型地域ケア会議（市主催） 

市が主催する自立支援型地域ケア会議に積極的に参加し、多職種からの助言や意

見交換、事例提供や生活支援コーディネーターとしての意見発表を通じて、自立支

援に資するケアマネジメント能力の向上を図った。 
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  ③ 個別事例検討型地域ケア会議で検討した事例について、対象者の状況の変化が生

じたため、新たな支援関係者と連携して支援体制を構築し、課題の解決につながっ

た。 

 

４ 指定介護予防支援事業及び介護予防ケアマネジメント 

  ① 利用者が住み慣れた地域の一員として社会参加をしながら生活し続けられるよう

に、ケアプランの見直しやサービス担当者会議を開催し、自立支援を念頭に置いた

ケアマネジメントになるように努めた。 

② 新型コロナウイルス感染症の拡大が続く中、利用者の意向を踏まえ、インフォー

マルサービスなどを活用しながら、目標達成に向け利用者、家族、事業者等ととも

に考え、自立支援を念頭に総合的にマネジメントを行った。 

 

５ 一般介護予防事業 

（１）介護予防普及啓発事業 

高齢者クラブや民生委員、介護予防サポーターと介護予防の重要性について情報

共有を図った。また、シニアの元気アップ講座や介護予防出前講話を実施した団体

へフレイル予防、介護予防の啓発を行った。 

（２）地域介護予防活動支援事業 

保健師部会と連携し、介護予防サポーターによる介護予防教室での健口ミニ講話

を側面的に支援したが、通いの場への拡大には至らなかった。 

しかし、運動ツールの普及活動により、通いの場等へのリハビリ専門職の派遣に

つなげることができた。 

（３）保健事業と介護予防の一体的実施 

生活機能の低下防止や疾病の予防・重症化予防のため、市の保健部門と連携し、

通いの場参加者へフレイルチェックを実施するなど健康づくりに努めた。   

  

６ その他 

（１）災害及び感染症対策 

① 地域の集まりの場へ参加した際には、主催者と感染予防対策について確認すると

ともに、参加者等に対し対策の周知や、災害時避難場所の情報提供を行い地域にお

ける自助・互助の醸成に努めた。 

② 「災害時リスク対象者名簿」を定期的に更新し、優先順位を明確にするとともに、

対応する職員を決め、必要時には迅速に安否確認を実施できる体制を整えた。 
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１ 令和４年度重点目標及び評価 

（１）令和４年度重点目標 

  ①コロナ禍でできる支え合いの仕組みづくり 

  ②認知症の人も自分らしく暮らせるまちづくり 

  ③自立支援の共有 

  ④ソーシャルワーク機能の向上 

（２）令和４年度重点目標に対する評価 

   ① 長引くコロナ禍で、地域のつながりが途絶えないよう通いの場交流会や第２層

生活支援体制整備協議体等を実施した。コロナ禍で工夫をして活動している団体

の実践報告や住民同士の意見交換により、コロナ禍でも地域活動を継続し、つな

がりを保つ支え合いの仕組みづくりについて情報交換ができた。 

② 認知症の人や家族に対し、関係機関と連携し相談対応するとともに、認知症地

域支援推進員と共同で、野幌地区高齢者クラブ連絡協議会に対し、認知症になっ

ても自分らしく暮らせるまちづくりの実現に向けたフォーラムを実施し、クラブ

会員間で仲間としてできる支え合いについて意見交換を行った。 

③ 感染の不安からサービスの利用を控えているケースに対して、継続的に連絡を

し、心身の状況に変化がないか働きかけを行い、その人らしい生活が営めるよう

ケアマネジメントに努めた。 

④ 経済的な課題を抱えるケースに対し、関係機関を参集して、地域ケア会議を行

い、協働での支援を継続した。また、成年後見制度が必要と思われるケースに対

し、成年後見支援センター等関係機関と連携し支援した。ソーシャルワーク機能

に求められる包括的な支援体制を広げ、障害福祉分野の支援者とも連携を図った。 

   

２ 包括的支援事業 

（１）総合相談支援業務 

総合相談は年間実人数 3,226 人、延件数 4,292 件、昨年と比べ延件数が 400 件以

上増加している。相談方法は、電話が 2,955 件、訪問が 893 件、来所が 379 件であ

った。訪問が 200 件以上増加している。相談内容は、介護保険について約４割、健

康についてが約２割と例年同様であった。介護、認知症についての相談が昨年度と

比較し増加している。複合的課題を抱えるケースの相談が増え、解決に至るまでの

支援回数、訪問対応の増加等、解決に時間を要する相談が増えている。 

① 相談支援の向上 

上記の状況から、センター内でケース検討を 21 回実施し、民生委員や関係機関と

連携し、支援困難ケースの課題解決に努めた。 

   ② 感染症に係る相談対応 

    感染症に係る相談に対し、保健所、サービス事業所等と連携を図り対応した。 
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（２）権利擁護業務 

権利擁護業務では、成年後見制度 14 件、日常生活自立支援事業５件、消費者被害

２件、その他８件であった。 

①権利擁護に係る体制整備 

経済的な課題を抱えるケースの背景に本人や家族の障がいがあり、障害福祉分野

や権利擁護・経済的な支援の関係機関（成年後見支援センター、くらしサポートセ

ンター）を参集し、地域ケア会議を実施した。ケースにより必要な関係機関と連携

し、包括的な支援が行えるよう体制を整えた。 

②権利擁護の担い手の育成 

 社会福祉士の実習指導を行い、担い手の育成を行った。また、社会福祉士養成課

程の変更に伴う実習体制の整備に向けて実習指導者研修を受講し、次年度以降の実

習受け入れの準備を行った。 

（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

ケアマネジャーからの相談は実 139 件、延べ 157 件あった。そのうちケアマネジ

ャー支援として 20 ケースに継続的に関わった。 

①自立支援の共有及び浸透 

主任介護支援専門員部会で、令和２年度から取り組んできた「江別市が目指す『自

立』及び『自立支援』」が、プロジェクト会議での検討を経て完成に至った。ONE ぴ

ーすの会事例検討会や江別市の自立支援型地域ケア会議で積極的に活用し、市内ケ

アマネジャーに向けて活用方法を含めた研修を行い、浸透に向けた働きかけを行っ

た。 

②ネットワーク構築の支援 

ONE ぴーすの会事例検討会では、グループワークの際に薬剤師・作業療法士等の専

門職とケアマネジャーが同じグループとなるよう調整し、事例検討を通した情報交

換でケアマネジャーと関係機関とのネットワークの拡大や構築につなげた。 

 

３ 包括的支援事業（社会保障充実分） 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

ケースの入退院時、病院と情報を共有し、連携を図った。今年度は特に精神科と

連携をとり、本人・家族に適切な支援が提供されるように努めた。 

また、３年ぶりに開催された江別市医療介護連携推進協議会では、コロナ禍での

経験を共有することで、医療と介護の連携体制の再構築が図られた。 

（２）生活支援体制整備事業 

①支え合いの仕組みづくり 

長引くコロナ禍で、地域のつながりや支え合いの仕組みが途切れないよう第２層

生活支援体制整備協議体を２回〔継続：マンション自治会、新規：ふれあいみどり
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サロン（野幌南地区高齢者クラブ）〕、地域フォーラムを２回実施し、地域に出向き

話し合いの場を設けた。コロナ禍でも地域活動を継続し、つながりを保つ支え合い

の仕組みづくりについて情報交換を行った。 

②通いの場の支援 

通いの場交流会を実施し、コロナ禍で工夫して活動をしている団体の実践報告や

住民同士の情報交換により、通いの場の再開、継続につながる話し合いが持てた。

また、地域の支え合い出前講話を 10 回、307 人に対し実施し、長引くコロナ禍でつ

ながりを保ち続けることの大切さについて普及啓発し、通いの場の継続につなげた。 

（３）認知症総合支援事業 

①認知症に対する正しい理解の普及啓発 

認知症を理解し、地域での支え合いを広げるために支え合い講話を実施した。 

②認知症を地域で支え合う体制整備 

認知症地域支援推進員と共同し、野幌地区高齢者クラブ連絡協議会に対し、認知

症になっても自分らしく暮らせるまちづくりの実現に向けたフォーラムを実施した。 

③認知症の早期発見・早期対応 

認知症地域支援推進員を含めて地域ケア会議やケース会議を実施し、認知症の人

や家族への適切な支援について検討を行い、認知症に関わる医療機関と連携を図り、

適切な対応に結びつくよう支援した。 

（４） 地域ケア会議 

①個別事例検討型地域ケア会議（包括主催）   

    個別事例検討型地域ケア会議を６回開催した。複合的な課題、認知機能の低下に

よる金銭管理の課題、アルコールの課題等のケースについて、課題解決及びネット

ワーク構築を図った。 

②自立支援型地域ケア会議（市主催） 

    多様な専門職の視点を活かした意見交換を通じて、自立に向けた適切な支援方策

を検討する自立支援型地域ケア会議へ事例を提供し、ケアマネジメント能力の向上

を図った。また、第２層生活支援コーディネーターとして個別課題と地域資源を結

びつけるための意見を述べた。 

 

４ 指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント 

新規の相談ケースが増加し、年間 6,840 件と前年度と比べ 300 件を超える増加と  

なった。一方で、再委託を受け入れる居宅介護支援事業所が減り、再委託が 954 件と

366 件減り、センター内が 5,886 件と 671 件増加している。 

①自立支援に資するケアマネジメント 

   「江別市が目指す『自立』及び『自立支援』」をセンター内で共有することで、自立

支援を意識したケアマネジメントを行った。 
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  ②委託連携の強化 

   委託を受け入れる居宅介護支援事業所が市内全体で減少しており、委託が困難な状

況にある中で、センターとしての人的体制整備と市外を含めた居宅介護支援事業所と

の委託連携に取り組んだ。 

 

５ 一般介護予防事業 

（１）介護予防普及啓発事業 

  ①介護予防教室の開催 

十分な感染症対策を行い、『シニアの元気アップ講座』公募型３コースに加え、派

遣型を２コース開催した。受講者延べ 107 人（昨年 38 人）と大幅に増加している。 

  ②介護予防出前講話の実施 

『介護予防出前講話』は９回実施し、参加人数 224 人（昨年４回、85 人）であっ

た。コロナ禍の長期化により、フレイルの危険性が高まっており、フレイル予防の

重要性について普及啓発を行った。 

（２）地域介護予防活動支援事業 

  ①介護予防活動の支援 

介護予防サポーターがシニアの元気アップ講座や通いの場において、口腔機能の

維持向上に向けた普及啓発活動が行えるよう後方支援を行った。 

②保健事業と介護予防の一体的実施 

地域の通いの場等４団体、81 名に対し、フレイルチェック及びフレイル予防の講

話を実施した。実施後、国保健診担当部門と連携し、個別支援を行った。 

③感染症対策とフレイル予防 

コロナ禍により休止している通いの場に対し、感染症の正しい知識と合わせて、

フレイル予防の普及啓発を行い、活動の再開や継続ができるよう支援を行った。 

 

６ その他（災害や感染症への対策） 

コロナ禍の長期化に伴い、センター内で感染症マニュアルの整備、備品の点検、オ

ンライン活用を行い、感染症予防対策に努めた。また、業務継続計画（BCP）の研修を

受講し、計画作成に向けた準備を行った。 
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１ 令和４年度重点目標及び評価 

（１）令和４年度重点目標 

   地域包括支援センターの機能や役割の周知に努め、高齢者のみならず地域住民に

おける地域包括支援センターの認知度向上を図る。 

① 自治会など地域団体が行っている会議や活動の場に積極的に参加し、自助とし 

ての高齢者自身の介護予防や互助としての支え合い活動の後方支援を行う。 

② 地域住民を対象とした地域フォーラムや認知症サポーター養成講座を積極的に

開催し、支え合いの意識の醸成を行う。また、地域包括支援センターの機能や役

割等を周知して自治会、民生委員、各関連事業所等と密接に連携を取り合い、ネ

ットワークの強化を図る。 

③ 地域に住む高齢者等から地域包括支援センターへの相談やセンターからの支援

が滞ることのないように感染対策を徹底して各種事業を行う。 

（２）令和４年度重点目標に対する評価 

   ① 民生委員や高齢者クラブ等の各団体に対して支え合い出前講話を開催し、自

助・互助の必要性について説明し、意見交換を行った。 

   ② コロナ禍で制限はあったが、自治会関係者や民生委員に対し地域フォーラムを

開催して支え合いの意識を醸成するとともに、地域包括支援センターの機能や役

割等を伝え、関係者間でのネットワークの強化を図った。 

   ③ センター内での基本的な感染対策をマニュアルに沿って実施した。感染拡大時  

は訪問を控えたり、短時間とし、会議や研修についてはオンラインで参加するな

どの対策を実施し、各種事業を継続して行った。 

 

２ 包括的支援事業 

（１）総合相談支援業務 

コロナ禍で交流の途絶えていた家族から、両親の認知症や精神疾患を疑うような

相談も増え、全体の相談件数も増加傾向にあり、相談拠点として周知されてきてい

ると思われる。 

   ① 行政、医療機関、サービス事業所と連携を図りながら相談対応を行った。また、

民生委員からの依頼により同行訪問を行うなどの対応をした。通いの場の再開に

合わせて、改めて相談窓口としての周知を図った。 

   ② 地域ケア会議を１回開催し、心配な高齢者や地域の実情を把握するために、各

関係者と情報共有や意見交換を行った。 

   ③ 研修や会議に積極的に参加し、研修内容等をセンター内で共有するなど、相談

対応能力の向上に努めた。 

（２）権利擁護業務 

   ① 高齢者虐待に関する相談は１件あり、事実確認や情報収集を行い、市に報告し
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た。協議の結果、虐待認定には至らなかったが、通報者や関係機関と情報共有し、

支援を継続した。 

   ② 財産管理等の支援が必要な高齢者に関して、日常生活自立支援事業等の制度を

説明し、家族や本人から相談があった際は、行政や社会福祉協議会等の関係機関

を紹介して連絡調整を行った。 

   ③ 特殊詐欺や消費者被害等の情報を得た際に、被害防止に向けて速やかに、行政

や地域住民に情報提供や注意喚起を行った。 

④ 新型コロナウイルス感染症への理解が進み、感染症による差別や偏見に関する

相談はなかった。 

（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

① 介護保険サービス以外の社会資源情報を収集、刷新し、相談内容に応じて情報

提供などを行った。 

   ② 個別の相談時や定期的な事例検討会において、主任介護支援専門員部会で取り

組んでいる「江別市が目指す『自立』及び『自立支援』」の周知を行ったほか、研

修会の開催をとおして、地域の介護支援専門員のケアマネジメント力向上を支援

した。 

 

３ 包括的支援事業（社会保障充実分） 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

   ① 江別市医療介護連携推進協議会との連携としては、コロナ禍の影響で、新たな

取組が行われておらず、同協議会の発行する医療機関ガイドブックの活用に留ま

った。 

   ② 医療機関からの退院支援依頼があった場合は、ソーシャルワーカー等と情報を

共有し、在宅生活への円滑な移行支援を行った。医療機関主催のオンライン研修

会に参加し、連携体制の構築に努めた。 

（２）生活支援体制整備事業 

① 第１層生活支援コーディネーターとは定期的な会議や研修会などを通じ地域の

情報共有に努め、民生委員からの依頼に応じて、介護保険や地域包括ケアシステ

ムについて出前講話を行った。また、地域の高齢者の閉じこもり予防のため、活

動を休止していた通いの場の活動再開を支援したほか、介護予防体操に取り組む

通いの場の新規立ち上げを行い、他者との交流の機会につなげた。通いの場６団

体の代表と「通いの場交流会」を開催し、介護予防についての情報交換や活動継

続のための関係づくりを行った。 

② 地域資源情報シートを更新し、把握した地域資源の可視化を行い、地域課題を

抽出した。 

   ③ 地域フォーラムを３団体で開催し、地域住民と支え合いの仕組みづくりの重要
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性について意見交換を行った。 

（３）認知症総合支援事業 

① 認知症サポーター養成講座の開催には至らなかったが、出前講座の中でフレイ

ル予防の一端として、認知症予防について伝える機会を持った。 

   ② 認知症講演会や研修会を通じ、地域住民との交流や情報共有を行い、関係機関

が協働し支援する体制を整備した。 

③ 認知症高齢者が早期受診や適切な対応等に結びつくように医療機関等と連携を

図り、家族を含めて支援を行った。 

（４） 地域ケア会議 

① 個別事例検討型地域ケア会議（包括主催）   

多様な問題を抱えるケースの課題解決に向けて、個別事例検討型地域ケア会議

を開催した。担当ケアマネのほか、医療ソーシャルワーカー、成年後見支援セン

ター職員など、専門職が参加し、情報共有や支援方法、地域資源の活用について

検討した。 

② 自立支援型地域ケア会議（市主催） 

新規事例３件、フォローアップ事例２件を発表し、専門職からのアドバイスを

受けて日々のケアマネジメント業務に活かすことができた。また、生活支援コー

ディネーターとして地域資源の情報提供やその活用に向けての助言を行った。 

 

４ 指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント 

   ① 利用者が住み慣れた地域で自らが望む生活が送れるように、自立支援を常に意

識して支援を行った。プランについては評価可能な目標を設定し、評価を行った。 

   ② プラン作成時は介護保険サービスのみに偏らず、本人自身が取り組めることや

インフォーマルサービスを含め幅広く支援提案を行い、プランに組み込むように

努めた。 

 

５ 一般介護予防事業 

（１）介護予防普及啓発事業 

   ① シニアの元気アップ講座は公募型３か所、派遣型は感染者増加により急遽活動  

中止となった団体があり１か所に留まったが、介護予防出前講話を９回実施し、

介護予防の普及啓発活動を行った。 

② 高齢者クラブや自治会、通いの場からの依頼により４団体に対しフレイルチェ

ックを実施した。また、講話の際は参加者に対して毎回、感染予防対策について

の知識を伝えた。 

③ シニアの元気アップ講座や介護予防出前講話の集客に向けて、民生委員や通い

の場への案内に加え、新たに体育館等でも周知を行い参加者の獲得につなげるこ
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とができた。 

（２）地域介護予防活動支援事業 

  ① 介護予防サポーターによる健口ミニ講話を元気アップ講座で３回、通いの場で   

１回実施し、口腔機能の維持向上の重要性を地域住民に啓発する機会を持った。 

   ② 介護予防サポーターや保健部門と協働し専門職派遣を２回実施し、通いの場参    

加者の介護予防への取組強化に向けて支援した。 

   ③ 介護予防体操 DVD の活用実態について、地域団体や個人の介護予防活動の現状

把握の為、市と協働で調査を実施した。 

 

６ その他 

（１）災害及び感染症への対策 

   ① 高齢者が安心して地域での生活を継続できるよう、関係機関との連携を図り情    

報共有を行った。 

   ② 地域の住民同士のつながりの現状を把握し、自助・互助の大切さを改めてフォ

ー ラムの機会に伝えた。 

 


